
かすみがうら市介護予防・日常生活支援総合事業 

令和 6年度報酬改定に伴う変更点について 

 

１．介護予防訪問介護相当サービス費及び介護予防通所介護相当サービス費の報酬改定について 

 

 令和 6年 4月 1日からの介護報酬の改定に伴い、介護予備・生活支援サービス事業に係る報酬

を下記のとおり改訂します。 

 また、費用の算定に当たっては、「介護保険施行規則第 140 条の 63 の 2 第 1 項第 1 号に規定

する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実施上の留意事項について」の一部改正について

（令和 6 年 3 月 15 日老認発０３１５第５号 厚生労働省老健局認知施策・地域介護推進課長通

知）」に準ずるものとします。 

 

◎介護予防訪問介護◎ 

 

 
基本報酬単位 

月の上限   

単位数 
備考 

 

計画に位

置付けた

回数 

標準的なサービス ２８７単位／回 

３，７２７単位  

２０分～４５分の生活援助 １７９単位／回 

４５分以上の生活援助 ２２０単位／回 

短時間の身体介護 １６３単位／回 

〇1月につき、３，７２７単位の範囲内で所定単位数を算定する。 

〇介護保険法施行規則第２２条の２３第１項に規定する生活援助従事者研修課程の修了者が身

体介護に従事した場合には、当該月において算定しない。 

〇各加算については、「介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生

労働大臣が定める基準の別表中、第１項訪問型サービス費に準じて算定する。 

 

 

【「標準的なサービス」と「生活援助」の考え方】 

 

標準的なサービス 訪問介護における「身体介護」に相当する支援 

生活援助 訪問介護における「生活援助」に相当する支援 

〇介護保険最新情報 Vol.637（平成３０年３月３０日）を参照。 

 

利用者の状態をアセスメントし、生活援助のみの支援と判断される場合は、生活援助になる。 

（例）買い物支援のみの場合など、単に家事援助等の生活援助を行う場合。 

 



  

 

介護予防サービス・支援計画書又は担当者会議に、支援内容、支援時間、支援回数を明確に

記載しておくこと。 

  「身体介護」と「家事援助」を明確にしておくこと。 

  利用計画より利用回数が増加する場合、アセスメントし支援計画した内容以外の支援が必要

になる場合には、各地区の包括支援センターに相談すること。 

  支援内容、回数等の記載がされている、支援計画書又は担当者会議録を各包括支援センター

に必ず提出すること。（5月から） 

 

 

【利用回数の例】 

 

〇 要支援２の利用者が介護予防訪問介護を週 2回程度（９回）利用する計画した場合。 

  ⇒ サービス利用票・提供票は ２，５８３単位（２８７単位×９回） 

  実績で、利用実績が 5日だった場合。 

  ⇒ 実績は、２８７単位×5日＝１，４３５単位で請求。 

 

〇 要支援２の利用者が介護予防介護訪問介護を週 2回超える程度（１４回）利用する計画をし

た場合。 

  ⇒ サービス利用票・提供票は ３，７２７単位（上限額）で請求。 

  実績で、利用実績が 9日だった場合。 

  ⇒ ２８７単位×９回）２，５８３単位で請求。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考 

 

【訪問型サービスの意義について（介護保険最新情報 Vol.１２２２）】※抜粋 

指定相当訪問型サービスは、基準告示第３条に定めるとおり、その利用者が可能な限りその居

宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生

活全般にわたる支援を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生

活機能の維持又は向上を目指すものである。 

このため、訪問型サービスについては、指定訪問介護の「身体介護中心型」及び「生活援助中

心型」の区分を一本化にした区分を定めるとともに、１回当たりの単位数については、高齢者の

選択肢の拡大の観点から、一部当該区分と同様の区分を設けているものであり、特に生活援助中

心型の単位数を算定するにあたっては、要支援者等の出来ることを阻害することがないよう、留

意すること。 

 

【介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（介護保険最新情報 Vol.１２２１）】※抜粋 

指定相当訪問型サービスの基本取り扱い方針 

 ① 指定相当訪問型サービスの提供に当たっては、介護予防とは、単に高齢者の運動機能や栄

養改善といった特定の機能の改善だけを目指すものではなく、これらの心身機能の改善や環境調

整等を通じて、一人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならずに自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することを目的として行われるものであることに留意しつつ行うこと。 

 

 ③サービスの提供にあたって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供は、かえ

って利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの

指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者

の出来る能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



◎介護予防通所介護◎ 

 

計画に位置付けた回数 対象者 基本報酬 単位 

1回～4回まで 
事業対象者 

要支援１ 

1回につき ４３６単位 

週 1回程度 

（5回以上） 
1月につき １，７９８単位 

1回～8回まで 
事業対象者 

要支援 2 

1回につき ４４７単位 

週 2回程度 

（9回以上） 
1月につき ３，６２１単位 

〇各加算については、「介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生

労働大臣が定める基準の別表中、第２項通所型サービス費に準じて算定する。 

〇利用者の大して、その居宅と事業所間の送迎を行わない場合は、所定単位数から、１回（片道）

につき、４７単位減算する。 

 

 

 

参考 

 

【通所型サービスの意義について（介護保険最新情報 Vol.１２２２）】※抜粋 

 ① 入浴介助は、利用者自身で又は家族等の介助によって入浴ができるようになることを目的

として行うこと。この際、利用者の状態や、当該利用者が日頃利用する浴室における当該利用者

の動作及び浴室の環境を確認し、これを踏まえて、利用者が日頃利用する浴室に近い環境で行う

ことが望ましい。 

 ② 運動機能向上サービス（利用者の運動器の機能向上を目的として個別に実施される機能訓

練であって、利用者の心身の状態の維持または向上に資すると認められるものをいう。）は、専ら

機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、

あん摩マッサージ指圧師、の資格を有する機能訓練指導を配置した事業所で６月以上勤務し、か

つ、機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）を１名以上配置し、国内外の文献等におい

て介護予防の観点から有効性が確認されている手法等を用いて行うこと。 

 

【介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（介護保険最新情報 Vol.１２２１）】※抜粋 

 ①指定相当通所型サービスの提供にあたっては、介護予防とは、単に高齢者の運動機能や栄養

改善といった特定の機能の改善だけを目指すものではなく、これらの心身機能の改善や環境調整

等を通じて、一人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することを目的として行われるものであることに留意しつつおこなうこ

と。 



 ②介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠であることから、

サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、

様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。 

 ③サービス提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供は、かえっ

て利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指

摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大に引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者の

できる能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。 

 

 

 

◎介護予防ケアマネジメント◎ 

 

 令和６年４月から居宅介護支援事業所も市町村からの指定を受けて、介護予防支援を実施でき

るようになりました。 

 しかし、介護予防ケアマネジメントは従来通り、地域包括支援センターでの実施になりますの

で、介護予防ケアマネジメントに関しては、各地域包括支援センターにご相談ください。 


